
災害対応について
（原発・WAMNET災害情報システム）



災害時情報共有システムの運用について
【障害者支援施設等災害時情報共有システム】



制度の概要
災害時情報共有システムは、災害発生時における障害福祉サー

ビス事業所等の被害状況等を国、自治体が迅速に把握し、被災し
た施設、事業所への迅速かつ適切な支援につなげることを目的と
し、令和3年度から運用開始されています。

自治体及び国が被災状況の情報を把握するためのシステムであ
り、一般には非公開となっています。

対象となる災害が起こった際、障害福祉サービス事業所等は、
本システムを通じて被災状況の報告を行うことになります。



被災状況報告のイメージ

災害が起こった際、WAMNETより、緊急連絡先として登
録したメールアドレスあて、被災状況の報告依頼のメールが
届く。

当該メールに記載しているURLによりシステムにアクセス
して、被災状況を入力する。

報告のあった被災状況を茨城県で取りまとめて、国に報告
する。

※状況により、これまでの個別連絡による被災状況の確認
も併用して運用する予定です。

※詳しい操作方法については、「3 障害者支援施設等災害
時情報共有システム操作説明書」をご覧ください。



出典：障害者支援施設等災害時情報
共有システム 関係連絡板
障害者支援施設等災害時情報共有シ
ステム 関係連絡板 (wam.go.jp)



「災害時情報共有システム」以外の報告方法

事業所が被災した場合、県においても状況を把握する必要があ
るため、「災害時情報共有システム」による県への被災状況報告
をお願いしているところではございますが、この度、災害発生時
におけるフローチャートを作成しましたので周知いたします。

県への報告については引き続き「災害時情報共有システム」に
よる報告を原則としますが、システムによる報告が困難である場
合は、別添様式によるメール報告でも可とします。（可能な限り
システムによる報告にご協力ください）



【災害発生時における事業者確認フロー】

災 害 の 発 生

事業所→県
被災状況報告

県⇔事業所
必要に応じて被災状況・運営
状況・被災額等の情報共有

県→事業所
被災状況の詳細確認

＊原則は県からの照会ではなく、自発的に報告す
るようお願いいたします。

◎【確認事項】
・人的被害の有無
・被害状況詳細（何により、どこが（何が）

どうなったか）
・被災後の対応（例：2階に避難した、職員

で排水した etc.）
・被害額（取り急ぎ概算額）の積算依頼
・事業所運営の状況（休止の場合はその間の

利用者の処遇、休止期間（見込）etc.）



原子力避難計画について



原子力災害とは

原子力災害は、原子力災害対策特別措置法（平成十一年法律第百五十六号）
に以下のとおり定められています。

原子力災害対策特別措置法（平成十一年法律第百五十六号）抜粋

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

一 原子力災害 原子力緊急事態により国民の生命、身体又は財産に生ずる被害をいう。
二 原子力緊急事態 原子力事業者の原子炉の運転等（原子力損害の賠償に関する法律（昭和三十六

年法律第百四十七号）第二条第一項に規定する原子炉の運転等をいう。以下同じ。）により放射性物質又は放
射線が異常な水準で当該原子力事業者の原子力事業所外（原子力事業所の外における放射性物質の運搬（以下
「事業所外運搬」という。）の場合にあっては、当該運搬に使用する容器外）へ放出された事態をいう。



原子力災害の特徴

原子力施設の事故により、放射性物質が放出され、
原子力施設の周辺地域の住民や環境などに直接また
は間接的に被害を与えることです。

地震や風水害、火災などの一般災害と異なり、原
子力災害は、人間の五感では感じることができない
放射性物質や放射線に関して対策を講じる必要があ
ります。

なお、原子力災害時の住民または事業所への情報
連絡、屋内退避や避難、被災者の生活に対する支援
などは、一般災害と共通する点が多いため、原子力
災害は一般的な災害対策と連携して対応していくこ
とが重要です。



（茨城県原子力安全対策課ホームページより引用）





〇予防的防護措置を準備する区域（PAZ：Precautionary Action Zone）

＜該当市村＞

東海村（全域）、日立市（一部）、ひたちなか市（一部）、那珂市（一部）

〇緊急時防護措置を準備する区域（UPZ：Urgent Protective action planning Zone）

＜該当市町＞

水戸市（全域）、茨城町（全域）、大洗町（全域）

日立市（一部）、ひたちなか市（一部）、那珂市（一部）、常陸太田市（一部）、

高萩市（一部）、笠間市（一部）、常陸大宮市（一部）、鉾田市（一部）、

城里町（一部）、大子町（一部）



• 茨城県では、万が一の原子力災害時に、事故の状況
や避難等の情報を住民の方にわかりやすくお伝えする
新たな情報伝達手段として、公式のスマートフォンア
プリを開発し、2024年3月より運用を開始しました。

• いざという時の備えとして、ご自身や大切な人を守る
ため、ぜひダウンロードをお願いします。





共同生活援助事業所へ（お知らせ）

県では、茨城県地域防災計画（原子力災害対策計画編）におき
まして、医療機関や社会福祉施設の管理者は原子力災害時の避難
場所や誘導方法などを定めた避難計画を策定することとしており
ます。

東海第二原子力発電所から30km圏内の共同生活援助事業所に
おかれましては、令和6年3月29日付け事務連絡にて送付したガ
イドライン・避難計画（ひな形）を参考として、原子力災害に対
応すべき事項等を定める避難計画の策定をお願いいたします。



＜対象事業所＞

東海第二原子力発電所（那珂郡東海村
白方１-１）から30km圏内の共同生活援
助事業所

＜備考＞

避難計画の提出は現時点では特段求め
ておりませんが、実効性のある避難計画
の策定をお願いいたします。

ガイドライン・ひな形の内容は令和６
年２月時点のものになります。（今後、
実情に応じて適宜改定予定）



避難計画の項目（主なもの）
〇避難計画の目的 〇緊急事態応急対策

〇関係者（事業所管理者、職員、利用者等）の役割 緊急事態の組織体制と任務

〇原子力災害事前対策 屋内退避、避難準備および避難

緊急連絡体制および利用者情報の整理 〇避難中の対策

原子力防災教育・訓練の実施 〇その他

生活物資・利用者等の移送に必要な資機材の確保 避難場所における利用者のケア

避難場所、避難経路、避難手段および避難方法 利用者家族等への連絡体制

※必要に応じて上記以外の内容を避難計画の項目に追記すること




